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資料２ 

新方地区内公共交通導入検討協議会での取組 

１．新方地区内公共交通導入検討協議会の設立までの経緯 

市では、関係自治会（9自治会）等から選出いただいた方（27 名）を対象に、

平成 30 年度第 1回公共交通地区懇談会（新方地区）を、平成 31 年 2 月 10 日（日）

（午後１時 30 分～3時）に開催し、「検討モデル地区として新方地区を選定した

こと」、「地域が主体となった検討組織の設立すること」、「平成 31 年度以降の取

り組みスケジュール」等について協議を行った。 

（開催結果） 

関係自治会等から選出のあった 27 名のうち、25 名の方が参加され、下記事項

についてご理解をいただいた。 

・地域が主体となった検討協議会を設立すること 

・平成 31 年度に正式に検討協議会（（仮）代表役員として 4名選出）を設立し、

引き続き、検討を進めること 

新方地区における新たな公共交通の導入のイメージ 

新たな公共交通の運行 

 ○持続可能な公共交通網の形成            くすのき荘 

既存バス停等 

くすのき荘 
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２．令和元年度以降の取組 

□令和元年 5月 25 日（土）【開催済】 

第 1 回（Step1）：平成 30 年度の取組の振

り返り、協議会の設立、規則、取組スケジ

ュール、地域ニーズの把握等 

□令和元年 8月 4 日（日）【開催済】 
第 2回（Step2）：各自治会内における公共

交通に関する課題、地域ニーズの把握（ア

ンケート調査の内容･実施方法について）

新方地区の公共交通に関するアンケート調査（外出行動等に関する調査） 

○調査対象：令和元年（2019 年）9 月 1 日現在、新方地区内公共交通導入検討

協議会を構成している 9自治会内に在住している 1,489 世帯の住民（1,727 票） 

○調査方法：アンケート調査票による記入方式 

○送付・回収方法： 各自治会による直接配布・直接回収(返信用封筒) 

○アンケート調査票の配布日：令和元年（2019 年）9月 1日（日）  

○アンケート調査票の回答期限：令和元年（2019 年）10 月 10 日（木） 

集計･分析 

○現在、新方地区内公共交通導入検討協議会の事務局（越谷市都市整備部都市

計画課）において、集計･分析中 

第 3・4・5回（Step3）：運行形態（定期定路線、

区域運行等）、サービス水準の検討、検討協議会

の案として取りまとめ、交通事業者への見積依

頼、運行経費、運賃収入の見込みの検討 

第 6・7 回（Step4)：欠損額の取り扱い、運行計

画(素案)のとりまとめ、運行計画のとりまとめ
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３．新方地区内公共交通導入検討協議会・規則 

（趣旨･目的） 

第 1 条 地域住民・公共交通事業者・越谷市（以下「市」という。）

の役割分担により、新方地区内の公共交通を確保するとともに、

公共交通の利用促進を図るため、市街化調整区域内にある新方地

区の関係自治会等から選出された会員で構成する協議会を組織し、

地域が主体となり、新方地区内における新たな公共交通の導入に

向け検討することを目的とする。 

（名称） 

第 2 条 本会の名称は、「新方地区内公共交通導入検討協議会」（以

後、「検討協議会」という。）と称する。 

（定義） 

第 3 条 この規則において、次に掲げる用語の定義は、次の各号に

定めるところによる。 

（１）「地区内公共交通」とは、越谷市地域公共交通網形成計画に位

置付けた「関係者の協働による新たな公共交通の導入に向けた取り

組み」のため、既存の公共交通網を活用しながら、地域のバス停、

公共施設などを拠点とした持続可能な公共交通をいう。 

（２）「運行計画」とは、新方地区内公共交通における運行車両、運

行経路、停留所の位置、サービス水準、運賃、運行経費、運賃収入、

その他収入、収支等の計画をいう。 

（会員の選出） 

第 4条 本会の会員は、次に掲げる者とする。 

１ 関係自治会等から選出された者 ３０名程度 

２ その他会長が必要と認める者 若干名 

（選出された会員の報告） 

第 5条 本会は、「検討協議会」を組織したこと及び前条により選出

された「会員」について、市に報告するものとする。 
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（役員） 

第6条 本会に次の役員を置く。選出については会員の互選による。 

会長  １名   

副会長 ２名 

顧問  １名 

（役員の職務） 

第 7条 役員の職務は次のとおりとする。 

１．会長は、本会を総理し、会員の招集及び議事の進行を行う。 

２．副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは代行すること

ができる。 

３．顧問は、これまでの経験を活かし、本会の協議事項について、

助言を行う。 

（役員及び会員の任期） 

第 8条 役員及び会員の任期は、真に止むを得ない場合を除き、第 1

条に掲げた目的が達成されるまでの間とする。 

なお、役員や会員の交代が生じた場合には、その都度、検討協議

会においてこれを協議し、決定するものとする。 

（オブザーバー） 

第 9 条 本会には、持続可能な公共交通網の形成に関する考え方及

び情報共有の観点から、必要に応じて市の職員が検討協議会に出

席し発言することができる。また、次に掲げるものがオブザーバ

ーとして出席し、意見を求められた場合には発言することができ

る。 

１．学識経験者 

２．公共交通事業者 

３．その他会長が必要と認める者 

（協議事項) 

第 10 条 本会は、次の事項について協議する。 

１．新方地区内公共交通の運行計画に関すること 

  ２．その他検討協議会が必要と認める事項に関すること 
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（検討協議会の成立及び協議事項の決定） 

第 11 条 本会の成立は、全会員の過半数の出席を以って成立する。 

また、協議事項の決定は、出席会員の過半数の賛成を必要とする。 

なお、賛否同数の場合は、再度協議の上、会長が決定する。 

（決定権の委任） 

第 12 条 本会に出席できない委員は、決定権の委任をあらかじめ会

長に提出するものとする。 

（市への報告） 

第 13 条 本会は、検討協議会において決定した事項について、市に

報告するものとする。 

（事務局） 

第 14 条 本会の事務を処理するため、市都市整備部都市計画課に事

務局を置く。 

（その他） 

第 15 条 本規則に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、検討協

議会において審議し、追加、削除、変更を行うことができる。 

附則  この規則は令和元年５月２５日より施行する。 






